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第１章 事前調査団の派遣 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 背景 

 インドネシア共和国における初中等教育の最優先課題は9年制義務教育の達成であり、2009年まで

に前期中等教育の中学校の総就学率95%を国家目標としているが、現状は85%にとどまっている（国

民教育省、2006年）。貧困削減の観点から見ると、経済的に困窮している家庭（下位20％）の子ども

は中学校に入学しても経済的理由や学業不振等で中退が多く、中学校を卒業できるのは55%のみであ

ることに留意が必要である（世界銀行、2006年）。高校就学率は32％であるため、全体の3分の2の子

どもにとって中学校は社会へ出る前の最終教育段階に相当する（国民教育省、2006年）。以上のこと

から、すべての子どもが中学校にアクセスするのみならず、進学や社会で必要となる知識・技能等を

獲得して卒業できるよう、地域コミュニティ、地方政府、中央政府の各レベルの協働を通じた良質の

教育サービスの確実な提供が極めて重要である。 

 現行の中期5カ年開発計画（RPJM 2005-2009）では、主要教育課題として教育の質の低さ（達成度

を含む）、地域・社会グループ間の格差、脆弱な教育運営管理体制等を挙げ、教育開発の目標として

①教育アクセスの拡大（9年制義務教育の達成など）、②質の向上（国家基準の設定、教員の能力認

証システムの強化）、③レレバンス（適切性）の強化（ライフスキル教育など）、④教育の運営管理

（学校ベースの運営、地域社会の参加、地方自治に沿った運営）－を掲げている。RPJMに基づき国

民教育省（MONE）が策定した国家教育開発戦略（RENSTRA 2005-2009）では、上記テーマを3つに

整理し、①教育機会の拡大及び公平・均等化（9年制義務教育用の学校運営補助金等）、②教育の質、

レレバンス、競争力の向上（国家教育基準の導入、同基準に沿った監督と質の保証、教員と教育人材

の能力強化等）、③教育ガバナンス、説明責任、公的イメージの改善（計画・予算管理システムの改

善等）－に関する諸政策に取り組んでいる。 

 我が国は上述の前期中等教育の重要性に鑑み、同教育段階を対象に地方分権化に即した協力を実施

してきた。特に教育マネジメント（地方政府、学校、地域コミュニティの計画・実施能力強化）、教

員の指導力向上（理数科教員研修の活性化）に成果を挙げ、中央政府のワーキングモデルとなってい

る。今後は、教員能力の向上に一層の重点を置きつつ、これまでの成果を結集するとともに、同国の

中央・地方政府の主導による普及への技術支援が求められており、2008年度案件としてインドネシア

政府より本プロジェクトの要請があった。 

 今回の事前調査は、同政府からの協力要請の背景や内容を確認し、先方政府実施機関との協議を

経て、協力計画を策定するとともに、本プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集、分

析することを目的とする。具体的には、プロジェクト内容の検討に必要な情報の収集、プロジェクト

実施対象候補地域として想定される 4州（バンテン、西スマトラ、東カリマンタン、北スラウェシ）

の現地視察を通じた現状の確認、県政府その他関係機関との協議を通じたニーズと実施体制の確認等

を行うとともに、プロジェクトの基本計画に関する基本的枠組み（目標、成果、活動）、評価指標等

を策定する。最終的には、インドネシア政府とプロジェクトの詳細について協議し、プロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）、プラン・オブ・オペレーション（P/O）等について合意すること

を目的とする。協議結果については、添付資料１の事前評価調査協議議事録（M/M）を参照のこと。 
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１－１－２ 調査方針 

本調査では、先に実施された地方教育行政改善計画（REDIP）や前期中等理数科教員研修強化

（SISTTEMS）の終了時評価調査の結果を踏まえ、本プロジェクトのフレームワークを明確化すると

ともに、プロジェクトの詳細部分を決定し、最終的にインドネシア政府と合意文書を署名・交換する

ことを目的とする。 

 特に、終了時評価で指摘された、①類似事業を実施する他の機関との調整、②教員の専門性向上の

ための授業研究を実施するためのリソースとなる人材の育成、③ジャワ島外の拠点となる地域への技

術支援－についてより詳細な情報を入手し、国民教育省の関係総局等と協議のうえ、プロジェクト活

動に如何に取り込むかを検討する。 

 

１－１－３ 調査内容 

（１）先に実施した終了時評価調査の結果をふまえ、協力の枠組みやプロジェクト終了時のインタビ

ュー調査などを通じ現地関係者からさらに必要な情報を収集する。特に、これまでの REDIP と

SISTTEMS による協力が、最終的にインドネシアの教育セクターの開発において、如何に位置づ

けられていくのか、インドネシア関係者との協議を踏まえて、方向性を確認する。 

（２）事前に作成したプロジェクト活動案について、国民教育省初中等教育運営総局や教職員資質改

善総局、各県教育局、パートナー大学との協議を行う。 

（３）インドネシア政府負担分を含めたプロジェクト実施にかかる各種必要な経費を積算する。 

（４）プロジェクト実施計画作成に必要な情報を収集・整理する。 

（５）調査結果に基づき、目標を達成するために必要な具体的なアプローチや活動内容を整理し、イ

ンドネシア側関係機関と協議の上、PDM（案）、P/O（案）を作成する。 

（６）想定される我が国の投入内容とインドネシア側の投入内容を確認した上で、本調査のミニッツ

を作成する。 

（７）事前評価表（案）を作成する。 

 
１－２ 調査団構成 

担当分野 氏  名 所属 

団長/総括 片山 裕之 JICAインドネシア事務所次長 

初中等教育 原 智佐 JICA人間開発部基礎教育グループ基礎教育第一課長 

教育行政 水野 敬子 JICA国際協力専門員・人間開発部課題アドバイザー 

協力企画 館山 丈太郎 JICAインドネシア事務所員 

協力企画 二瓶 直樹 JICA人間開発部基礎教育グループ基礎教育第一課員 

評価分析 高橋 悟 （有）アイエムジー上席研究員 

（注）インドネシア派遣中の初中等教育アドバイザー（国民教育省）小泉高子氏が、インドネシア側

との調整役として同行。 
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１－３ 調査日程 
日付 曜日 時刻 内容 宿泊

2008/7/20 日 官団員ジャカルタ着 ジャカルタ
9:00 国民教育省教職員資質改善総局との協議
13:00 団内協議
15:00 国民教育省３総局との協議（実施体制）
AM 授業研究ワークショップ準備
PM 団内協議

2008/7/23 水 終日 授業研究ワークショップ開催（於　国民教育省） 同上
6:05 移動（ジャカルタ→パダン：GA160、パダン→ブキティンギ）
10:00 ブキティンギ市教育局と協議
12:00 ブキティンギ市内公立中学校視察
13:00 ブキティンギ市内公立宗教系中学校視察
8:00 西スマトラ州教育局と協議
11:00 パダン大学理数科学部と協議
14:00 西スマトラ州LPMP視察
18:30 移動（パダン→ジャカルタ：GA165）

2008/7/26 土 資料整理
原団員帰国、二瓶団員移動（別案件の調査へ）

同上

2008/7/27 日 11:00 移動（ジャカルタ→ゴロンタロ：SJ） マナド
9:00 北ミナハサ県教育局と協議
10:30 北ミナハサ県内公立中学校視察
9:00 北スラウェシ州LPMP視察
10:30 北スラウェシ州教育局と協議
13:30 マナド大学理数科学部と協議

2008/7/30 水 7:30 祭日：移動（ゴロンタロ→ジャカルタ：SJ） ジャカルタ
9:00 国民教育省初中等教育管理総局との協議
PM 国民教育省教職員局との協議
AM 団内協議

13:30 在インドネシア日本大使館との打合せ
水野団員帰国

2008/8/2 土 資料整理 同上
2008/8/3 日 資料整理、二瓶団員合流 同上

6:10 移動（ジャカルタ→バンジャルマシン：GA530）

10:30 南カリマンタン州教育局と協議
11:30 バンジャルマシン市内公立中学校（国際基準校）訪問
14:00 バンジャルマシン市教育局と協議
9:30 ラングン・マンクラット大学理数科学部との協議
11:00 南カリマンタン州LPMP視察
14:00 ラングン・マンクラット大学教育学部との協議
19:20 移動（バンジャルマシン→ジャカルタ：GA216）
9:30 バンテン州教育局と協議
11:00 セラン市教育局と協議
10:00 パンデグラン県教育局と協議
13:00 セラン県教育局と協議
AM 団内協議

13:30 REDIP-G国民教育省コンサルタントとの協議
15:30 宗教省マドラサ教育局との協議

2008/8/9 土 11:00 宗教省研究・開発・教育・研修センター講師との面談 同上
2008/8/10 日 資料整理 同上

10:00 国民教育省教員開発局との協議
11:45 国民教育省教員開発局世界銀行BERMUTU担当者との面談
14:00 国民教育省初中等教育管理総局との協議
10:00 国民教育省高等教育総局人材局との協議
11:00 宗教省研究・開発・教育・研修機関との協議
16:00 世界銀行BEC-SISWA担当者との面談
AM 情報収集、ミニッツ最終版作成

15:00 AusAID　BEPプロジェクト担当者との面談
9:00 ミニッツ署名
13:30 宗教省研究・開発・教育・研修センター講師との協議

二瓶団員帰国
終日 資料整理・追加情報取得

高橋団員帰国
2008/8/16 土 本邦着

同上2008/8/14 木

2008/8/15 金 同上

2008/8/12 火 同上

2008/8/13 水 同上

2008/8/8 金 同上

2008/8/11 月 同上

2008/8/6 水 同上

同上木2008/8/7

2008/8/4 月 バンジャルマシ
ン

ジャカルタ火2008/8/5

2008/7/31 木
同上

2008/8/1 金 同上

2008/7/28 月 同上

同上火2008/7/29

ジャカルタ

2008/7/21 月

2008/7/22 火

2008/7/24 木

2008/7/25 金

同上

同上

パダン
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１－４ 訪問機関 

（１）参加型学校運営（PSBM）コンポーネント 

・中央政府：国民教育省初中等教育運営総局（MONE-DGPSEM）、 

宗教省イスラム教育総局（MORA-DGIE）、 

REDIP-Gコンサルタント 

・地方政府：バンテン州教育局、セラン市・県教育局、パンデグラン県教育局 

・他ドナー：世界銀行 BEC-SISWA担当者、 

        オーストラリア国際開発庁（AusAID）BEP２プロジェクト・コンサルタント 

    

（２）授業研究（LS）コンポーネント 

・中央政府：国民教育省教職員資質改善総局（MONE-DGQITEP）、同総局教職員局、研修開発局、 

      国民教育省高等教育総局（MONE-DGHE）、宗教省イスラム教育総局（MORA-DGIE）、 

          宗教省研究・開発・教育・研修機関（MORA-RDETI） 

・教育の質保証機関（LPMP）：西スマトラ州、南カリマンタン州、北スラウェシ州 

・地方政府：西スマトラ州教育局、南カリマンタン州教育局、北スラウェシ州教育局、 

西スマトラ州ブキティンギ市教育局、南カリマンタン州バンジャルマシン市教育局、 

北スラウェシ州北ミナハサ県教育局 

・大学：パダン大学理数科学部、ラングン・マンクラット大学理数科学部・教育学部、 

     マナド大学理数科学部 

・他ドナー：世界銀行 BERMUTU関係者 
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第 2章 プロジェクト内容 

 

２－１ プロジェクト形成の考え方 

２－１－１ 授業研究 

先行する技術協力プロジェクトである前期中等理数科教員研修強化（SISTTEMS、2006年 6月から

2008年 12月の 2.5カ年）の大きな成果として、教員の教室での授業実践能力を高めるための手段・

機会として授業研究（LS）が、現場にて定着したこと、ならびにカウンターパート機関である国民

教育省（MONE）の教職員資質改善総局（DGQITEP）により高く評価されたことである。現場にお

いては、授業研究が授業改善に有効である点、行政からは教員改革の 1つの手段となる点で高い関心

を持たれている。 

課題としては、授業研究の質の向上（ファシリテーター等の人材育成による授業観察の能力向上な

ど）や DGQITEP、教育の質保証機関（LPMP）、州、他の県・市への授業研究普及のための支援が求

められている。 

 

２－１－２ インドネシアの教員改革 

現在、インドネシアでは、国民教育省により包括的な教員改革が実施されている。この改革の中で

教員能力の向上、教員免許制度、資格付与、専門性向上と資格、報酬、地位といった多岐にわたる事

項において改革が執り行われている。この改革により、低給与で質の低い教員を妥当な給与報酬で質

の高い教員に育成することを目指している。また、この教員改革に対しては世界銀行が大規模な融資

で「運営改革･教員能力向上を通じた教育改善プロジェクト」（BERMUTU）による支援を行っており、

①大学ベースの教員教育改革、②研修のための教員研修会、校長会、指導主事会などへのブロックグ

ラントの強化、③教員インセンティブ、報酬、④教員、生徒のデータベース、教員の教授能力と生徒

の学力向上に関する研究、評価データベースの構築－が主要なコンポーネントである。 

 

２－１－３ プロジェクトの方向性 

SISTTEMSによる協力は授業研究をインドネシアに普及する契機となる先行事例である。 

授業研究の質（教員等の授業研究への関心を高めた点）と普及の方法（郡またはウィラヤ・レベルの

MGMP 及び全校型授業研究）の両面が、今後プロジェクトを実施するにあたり、教訓となる事項で

ある。 

 上記の教員改革の中に位置づけられている授業研究（同様にクラスルーム・アクション・リサーチ

も）において、JICA はこれまでの経験を活用して支援することが可能である。今後、継続的に支援

するのは、授業研究の質と質の確保を支える普及の方法の 2点が中心となる。 

 その際に「授業研究の質」と「普及の方法」の相互の関係には留意する必要がある。質の高い授業

研究は普及が難しく、反対に普及が容易な授業研究のモデルは質が低くなる傾向があるためである。

たとえば、郡またはウィラヤ・レベルの教科別現職教員研修（MGMP）は、質は高いが実施には非

常に大きな労力が伴う。本プロジェクトにおいては「普及モデル」の形態を各地域の状況に応じて検

討する。特に、地方分権化との関係で、教育行政の在り方が各県・市単位で異なるため、それぞれの

状況に応じたモデルの模索が必要となる。 
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２－１－４ プロジェクト形成の視点 

（１）授業研究普及の全体像の明確化と共有 

DGQITEPと大学は目下、授業研究の全国的な普及を目指している。ドナーによる支援を活用しつ

つも、インドネシア側でも独自に普及を進めている状況にある。JICA はこれまでの協力の実績を踏

まえて、普及が展開しつつある中で、「普及体制の確立」や「授業研究の質」に焦点を当てて協力を

行う。 

普及体制の確立に向けては、インドネシア側関係者（中央・地方、行政・大学）の能力向上や実施

のためのツールとしての授業研究実施ガイドラインや全国のマスタートレーナーの育成が必要であ

る。特に、国民教育省の傘下にある全国 30 拠点を有する LPMP と 12 拠点を有する教科別教員研修

センターのマスタートレーナーに対して授業研究（LS）をファシリテートできるように育成するこ

とが、全国的な普及体制の整備に向けて必要な協力とされている。 

また、現場レベルでこれまで協力機関であった旧教員養成大学（SISTTEMSにおける、インドネシ

ア教育大学、ジョグジャカルタ国立大学、マラン国立大学の 3大学）の果たしている役割は非常に大

きいものである。今後はこの 3大学をリソース大学としてインドネシアに 32ある教員養成課程を有

する国立大学の人材を育成することが普及体制の整備に必要とされている。 

 

（２）教員改革の中での授業研究の位置づけ 

授業研究は、教員改革の中に位置づけられる方向で整理がなされている。低給与で質の低い教員セ

クターを、妥当な給与で質の高い教員セクターにしていくということが急務とされている。一方、資

格付与と報酬・手当の増加というインセンティブ面での制度強化も大きな方向性として示されている。

そのような中で、授業研究が形だけ普及するのではなく、一定の質を確保する形で普及することが課

題となる。教員改革の中で授業研究の質を担保するような支援が必要である。そのために、SISTTEMS

で協力した 3 県がレファレンスとして模範になるように位置づけられることが重要である。また、

BERMUTUの中で授業研究の中身が確保されるような協力が求められる。 

 
（３）地方分権化との関係 

1999年以降の分権化政策の中で、JICAによる技術協力プロジェクトではこれまで地方の行政サー

ビスの向上に対応してきた。分権化の実施後、中央政府の役割は、教員改革の推進、授業研究の普及

（政策決定、全体的な枠組みの提示、導入のための予算確保など）となっている。地方政府の役割は

授業研究の導入の決定・実施、具体的な内容の決定や予算の確保となっている。ただし、「教員の質

の向上」を含む、政策的な位置づけ、政治的な位置づけのある事項については引き続き、中央政府の

影響が大きい事項となっている。 

今後、授業研究の普及にあたっては、中央と地方政府の役割分担、関係性に着目することが必要と

なる。SISTTEMS のような特定の地域への支援については、他地域への普及との関係も整理しつつ、

既に自立的な授業研究の実施が可能な 3 県をレファレンスサイトとしてモデル的な位置づけにする

ことが必要な施策となる。普及に際しては SISTTEMS の対象 3 県のように郡・ウィラヤ・レベルで

のMGMPにこだわらず地域の特性（地理的条件、規模）に応じた多様な対応も念頭におくことにな

る。 

 

 



－28－ 

（４）参加型学校運営（PSBM） 

JICA は開発調査「地域教育開発支援調査」（REDIP１と REDIP２）、技術協力プロジェクト「地方

教育行政改善計画」（REDIP）により、住民参加、地方教育行政強化、透明性を伴った地方教育行政・

学校運営モデルの開発を行い、モデル地域での定着・自立を実現してきた。REDIP の手法は質的イ

ンプット（quality input）としてインドネシア側に認識されている。 

能力が強化された関係者（行政、郡・学校運営委員会）、フィールドコンサルタント等の人材が存

在する 2州 3県（北スラウェシ州ビトゥン市、中部ジャワ州ブレベス県、プカロンガン県）はレファ

レンスサイトとして模範モデルとなりうる。 

 

（５）教育行財政の分権化と学校運営の強化 

国により開始された学校補助金プログラム（BOS）1並びに分権化の導入に伴う、州・県による独

自の学校補助金の増加により、学校運営の強化の必要性が高まっている。これらの補助金は、教育の

質への貢献、住民参加、透明性の確保に課題を有している。分権化の実施の中で、今後も県・市への

権限・予算の移譲は進む傾向にあり、学校への予算配賦は増加する傾向にある。 

 

（６）プロジェクトの方向性 

分権化により、現在展開しつつある学校補助金の使途について、一定の質を確保するようにするこ

とへの支援が必要である。これまで JICAが過去 10年にわたり支援してきた REDIPの経験を普及す

ることが求められる。 

これまでは現場での支援が中心であったが、今後はスケールアップを念頭に置き、支援の軸足を中

央に置き、REDIPによる参加型学校運営（PSBM）モデルを全国に展開する必要がある。学校補助金

（グラント）については、原則として今後はインドネシア側の負担事項とする。 

学校補助金の使用方法については金額規模や使用方法は地域により様々であることが想定される

が、REDIP による「課題分析→計画立案→予算配賦→実施→モニタリング・評価」という手法を導

入することが重要である。 

 
２－２ 協議結果概要 

事前評価においては、インドネシア国民教育省の関係総局と今後のプロジェクトの方向性について

協議が行われた。教職員資質改善総局との協議を中心に進めつつ、初中等教育運営総局、高等教育総

局との個別協議並びに 3 総局との合同ワークショップを通して本プロジェクトの方向性について協

議を行った。 

 インドネシア側の要請項目の中での優先事項は SISTTEMS により 3 県で定着し始めた授業研究

（LS）を普及することにあった。特にこれまでの JICA協力はジャワ島内の 3県（西ジャワ州スメダ

ン県、ジョグジャカルタ特別州バントゥル県、東ジャワ州パスルアン県）であったため、ジャワ外島

への支援を要請されていた。 

 一方、JICAは過去 10年にわたり REDIP（開発調査１・２、技術協力プロジェクト）による PSBM

モデル、IMSTEPと SISTTEMSによる授業研究モデルの構築と定着を支援してきており、今後これら

2つのモデルを普及することを念頭において協議を進めた。 

                                            
1 詳細は P19 BOX 3-1を参照。 
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 教職員資質改善総局の中の教職員局では、全国に 30ある LPMPを活用して、LSと PSBM の普及

を検討しており、協議の結果、JICA は中央政府並びに地方のマスタートレーナーの人材育成を通し

て PSBMと LSの全国普及のための体制整備を支援する方向で合意に至っている。 

本プロジェクトでは、従来同様宗教校（マドラサ）を普通校と同等の協力対象とするだけでなく、

マドラサを所管する宗教省（MORA）も国民教育省とともにカウンターパートとしている。マドラサ

と普通校、宗教省の教育行政ラインと国民教育省ラインの「横の連携」の強化を図る必要がある。 

 
２－３ プロジェクト基本計画 

本調査では、中央省庁（国民教育省、宗教省）、州・県教育局、大学関係者等とともにプロジェク

トの基本計画として以下の内容を協議し合意した。 

 
案件名 前期中等教育の質の向上プログラム 

Program for Enhancing Quality of Junior Secondary Education 

協力期間 2009年 3月～2013年 2月（4年間） 

協力総額 約 6.6億円 

上位目標 インドネシア国内において参加型学校運営（PSBM）と授業研究（LS）により、

前期中等教育の質が強化される。 

プロジェクト目

標 

参加型学校運営（PSBM）と授業研究（LS）により教育の質を向上するための

教育関係者間の垂直的・水平的な連携が強化される。 

成果 １．PSBMと LSを普及するための計画・立案能力が中央レベルで強化される。

２．PSBMと LSを普及する能力が地方レベルで強化される。 

３．PSBM と LS を実施する能力が、レファレンスサイトで強化され、対象地

域で開発される。  

対象地域 【PSBM】バンテン州セラン市、セラン県、パンデグラン県 

【LS】 

（レファレンスサイト）西ジャワ州スメダン県、ジョグジャカルタ州バントゥ

ル県、東ジャワ州パスルアン県 

（新規サイト）西スマトラ州、南カリマンタン州、北スラウェシ州 

*対象県・市についてはM/M上の選定基準・プロセスに則って選定。 

投入 【日本側】 

専門家派遣        

研修員受入            

学校配賦金（ブロックグラント）

TOT研修開催経費 

リソース大学とパートナー大学

の技術交流 

その他必要経費 

【インドネシア側】 

カウンターパート配置    

協力機関（3大学他） 

事務所提供         

学校配賦金（ブロックグラント） 

MGMP、MKKS、MKPSへのブロックグラン

ト 

リソース大学及びパートナー大学の活動費

（日当、交通費） 
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第３章 要請の背景 

 

３－１ インドネシアの地方分権化の概要 

インドネシアの地方分権化は、1998年に 32年間続いたスハルト体制が崩壊するなかで、「改革」

という名の下に、急激に推し進められてきた。スハルト退陣後、わずか 9カ月後の 1999年 2月に

は、極めて限られた参加者により地方分権法案が作成されるが、国会での十分な審議もなく承認

され、1999年 5月には、法律第 22号（地方自治法）と 25号（中央地方財政均衡法）が公布され

ることとなる。これらの法律により制定された行政と財政枠組みに基づいて 2001年 1月よりイン

ドネシアの地方分権化が開始され、国内歳入の 25％が自治体財源（10％を州、90％を県・市に配

分）に割り当てられ、その使途も自治体の裁量に委ねられることになる。教育を含む 11セクター

に関する行政権限は、国から県・市に移譲され、州は、中央政府の代理機関であると同時に、自

治体として複数の県・市の境界事項を扱うことになった。 

インドネシアの地方分権は、高度に中央集権化した行政体制から、事務権限、人事権、予算編

成・執行に関する知識も経験もない地方政府に対して包括的かつ大幅な権限移譲を一挙に行った

ことに加えて、中央、州、県・市政府の行政権限の枠組みを規定する実施細則を制定しないまま、

それぞれの地方政府が独自の解釈により進めたことから、そのプロセスには大きな混乱が伴った。 

その後、地方分権法は、2004年の法律第 32号（地方自治法）と第 33号（中央地方財政均衡法）

にて改正され、さらに、2007 年の政令第 38 号が制定されることにより、分権化プロセスにおけ

る国と州の監督・調整機能の強化を含め、国、州、県・市の具体的な権限や役割分担を示す全体

的な枠組みが規定された。分権化のための法整備とあわせて、地方行政のキャパシティーデベロ

ップメントに取り組むことにより、急激な地方分権化プロセスのなかで生じた諸々の課題に対応

している。 

インドネシアのように多民族で構成される人口大国においては、安定した地域の発展に加えて、

「国家としての統一性を考える上で、中央地方の関係は極めて重要なテーマ」であり（岡本 2004）、

国と地方の役割分担や、権限と責任の効果的な仕分けのあり方は、分権化の実施プロセスを通し

て、引き続き検討されるべき重要な課題と考えられる。 

 

３－２ 教育セクターにおける地方分権化 

インドネシア全体が地方分権化へと改革を進めるなか、教育セクターにおいても、2000年の政

令第 25号（2007年政令第 38号で改正）によって、中央と地方レベルの教育行政権限の大枠が定

められ、民主性、公平性、透明性を重点テーマとした包括的な教育改革に取り組んできた。 

地方分権化以前は、県・市レベルには、地方政府の教育局に加えて、国民教育省の出先事務所

として、Kandepがあり、Kandepが中等教育を、教育局が初等教育を所掌していたが、法律第 22

号（地方自治法）により 11 セクターの事務権限が自治体に移譲されたことから、Kandep と教育

局は市・県政府の教育局として統合され、就学前から中等レベルの教育サービスの提供は、教職

員の人事権とあわせて、県・市政府が教育局を通じて実施することとなった2。これに伴い、教育

セクターにおける地方政府の財政責任についても様々な法律や規則が制定されてきた。その代表

                                            
2 地方自治体によっては、郡事務所が初等教育を所掌しているケースもある。 
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的なものとして、2003年の法律第 20号（国家教育システムについて）、2005年の法律第 14号（教

員法）、2007年の政令第 38号（地方政府の役割と機能）が挙げられる（World Bank 2009）。 

2003年の法律第 20号では、中央政府予算（APBN）と地方政府予算（APBD）における最低 20％

を教職員の給与を除く教育予算に割り当てること、中央政府は、政府が任命する教員の給与につ

いて、一般財源（DAU）から県政府に予算配分することが定められた。しかし、「20％ルール」

については、地方政府による教育支出の大部分は教員給与であることに加え、中央政府が教員給

与を除く教育予算を 20％にするためには、支出を少なくとも倍増しなければならず、地方分権化

の論理に反する（World Bank 2007a）などが指摘されてきた。2006年度の県・市の予算全体に占

める教育の割合は、教員給与を含めると平均 28.3％であるが、教員給与を含まない場合は、全国

平均 6.3％と 20％を大幅に下回っている（World Bank 2009）。このような議論に基づき、2007年

に 20%ルールの中味が再定義され、教員給与が含まれることとなった。 

2007 年の政令第 38 号により、各政府（中央、州、県・市）レベルの具体的な役割分担と財政

責任の枠組みが示された。この教育分野についてまとめたものが表 3-1となる。 

 

表 3-1 教育分野に関する行政レベル別の役割と責任 

 国民教育省 州政府 県・市政府 

主たる

役割と

責任 

・ 教職員全体需給計画 

・ 州をまたがる教員の

異動 

・ 基準の設定 

 教職員給与 

 教員の資格付与 

 ミニマム・サービ
ス・スタンダード 

・ 国際基準校に関す

る教職員配置計画 

・ これに基づいた教

員の採用・配置 

・ 市・県をまたがる教

職員の異動 

・ 就学前、初・中等、ノ

ンフォーマル教育に関

する教職員配置計画 

・ これに基づいた教員の

採用・配置 

・ 市・県内の教職員の異

動（宗教校については、

県・市ではなく、宗教省

の教育ユニットが行う） 

予算の 

対象レ

ベル 

高等教育の提供 

就学前～高校、ノン

フォーマル教育、特

別教育に関する補助

金・助成プログラム 

高校、職業教育、特別

支援教育の提供 

就学前～高等教育、ノ

ンフォーマル教育への

追加的補助金・助成プ

ログラム 

就学前、初・中等、ノン

フォーマル教育の提供 

（出典）World Bank (2009), MONE (2007) 

 

2005年の法律第 14号では、教育の質の向上の基盤となる教員の専門性の向上を目指して、教員

の資格認定とこれに対応する教員報酬の改善について定めている3。同法律では、すべての教員は

10年以内に教員資格を取得することとし、資格を有する教員に対しては、その報酬として、基本

給と同額の専門職手当てと、基本給の 50％分に相当する職能手当てを付与すること、また、赴任

地の状況に応じて特別手当を付与することを定めている。同法律の施行により、今後 10年間にわ

                                            
3 「3-5 教員改革の現状」も参照のこと。 



－32－ 

たり、教員報酬に関する経常経費の大幅な増加が必要となる。世銀の試算によると、教員報酬に

関連する経常経費は、2013年には 2005年の政府教育予算総額を超え、2016年にはその 1.3倍に

あたる 102.7兆ルピアが必要となる（World Bank 2007c）。 

専門職手当てや職能手当て等を含む新たな教員報酬システムは、2007 年より既に実施されて

いるが、必要なコストは、教員に支払われる報酬も含めて、中央と地方政府が分担して支出して

いる4。将来的に確保すべき実施コストに加えて、中央と地方政府による適切なコスト分担方法や、

これに充てる財源については、後述する BERMUTUプロジェクト等による詳細な分析を行い、引

き続き検討していく必要がある。グラフ 3-１は、新教員法に基づいた 2016 年までに見込まれる

教員報酬にかかる経常費の推移について、世銀が試算したものである。 

 

グラフ 3-1. 2005年法律第 14号に基づいた教員報酬にかかるコスト（推測値） 

 
    （出典）World Bank (2007c) P46より抜粋 

 

３－３ 教育行政 

（１）行政組織 

インドネシアの教育行政の中心は国民教育省となる。同省は、初等教育から高等教育レベルの

普通校に加えて、ノンフォーマル教育と、教育政策や方針の策定を目的とする教育統計の整備や

調査研究を所轄する。初等・中等教育、高等教育、ノンフォーマル教育を所管する 3つの総局に

加えて、2005年、教職員の質向上を中心とした教育の質的改善を所管する総局として、本プロジ

ェクトのカウンターパート組織でもある「教職員資質改善総局」を設置した。 

国民教育省所轄の普通校と並行して、宗教省が管轄する初等から高等教育レベルにおけるイス

ラム系の学校（マドラサと総称される）がある。既に述べたとおり、地方分権化に伴い、国民教

育省が所轄する小・中学校の教職員の人事を含む事務権限は、市・県政府（教育局）に、高校は

州政府（教育局）に既に移管されている。他方、マドラサについては、引き続き宗教省が所轄し

ている。 

                                            
4 専門職手当ては、国民教育省教職員資質改善総局の予算により対応している。 
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（２）教育システム 

インドネシアの教育システムの規模は、世界で 4番目といわれており、公教育全体で 5060万人

の学生、280 万人の教員、27 万校が存在する。公教育制度は、2003 年の第 20 号法律により、就

学前（2年）、初等教育（6年）、中等教育（前期・後期各 3年）と定められ、合わせて 7から 15

歳の児童の就学が義務付けられており、国家は 9年間の基礎的な教育を無償で提供することが定

められている。学校数全体の 82％を国民教育省が、18％を宗教省が管轄する。2004-2005 年の統

計によれば、前期中等教育の生徒数は、全体の 17％となっている（World Bank 2007）。 

9年間の基礎教育の完全普及は、教育政策における最優先課題と位置づけられており、2009年

までに、初等教育では 100％、前期中等教育では 96％の総就学率の達成を目標として掲げている。

国全体の初等教育レベルの総就学率は既に 100％に到達している一方で、前期中等教育の総就学

率は、85.22%（2005-2006年時点）にとどまっており、地域5や収入レベルによる格差がいまだに

大きいことから、前期中等教育は、とりわけ優先的に取り組むべきサブセクターとされている。 

表 3-2は、2001から 2006年における初等・前期中等教育レベルの就学率の推移を示したものである。 

 

表 3-2. 2001-2006年における初等・前期中等教育レベルの GERと NERの推移 

 2001/2002 2002/2003 2003/2004 2004/2005 2005/2006 

GER 112.13% 113.32% 114.24% 113.85% 114.06% 

NER 94.70% 93.78% 94.56% 94.99% 94.20% 

初

等 

就学人数 28,926,377 29,050,834 29,100,438 29,149,746 28,982,708 

GER 76.14% 77.06% 74.09% 74.25% 85.22% 

NER 58.55% 59.21% 56.14% 60.15% 62.06% 

前

期

中

等 

就学人数 9,751,811 9,930,749 9,604,894 9,681,802 10,286,521 

（出典）Directorate General for Quality Improvement of Teachers and Educational Personnel, MONE, 

    2007に基づき作成。 

（注）世銀が発表している Education Sector Review 2005 と数値の乖離がみられる。 

 

（３）国家教育政策 

インドネシアでは、国家教育政策のもとに、国家教育長期計画（2005-2025 年）を策定し、期

間を 5年ごとに区切り、重点的に取り組むべき事項を挙げている。例えば 2005年から 2009年ま

では、教育の供給に関するキャパシティーの向上と近代化をテーマとして掲げ、人口分布に対応

した教育インフラの整備と ICTを基盤とした近代化による「万人のための教育」（EFA）の達成を

重視している。2010 年から 2015 年については、教育サービスの強化として、供給の充足を達成

した次なる目標として、安全で公平で豊かな国づくりのための教育サービスの質の向上に重点的

に取り組むとしている。2015 年から 2020 年においては、教育の質に関するアセアン諸国内にお

ける競争力の強化、2020 年から 2025 年は、国際的な競争力の強化をそれぞれ目標として掲げて

いる。 

                                            
5 World Bank (2007b)によると、前期中等教育純就学率は、低い地域で 41％（パプア州）、高い地域で
77％（ジョグジャカルタ）と格差が大きい。 
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３－４ 教育財政 

（１）教育予算の流れ 

2005-2009 年中期政策における教育財政枠組みは、①貧困対策、②教育の地方分権・自治の強

化、③教育アクセス、質とガバナンス向上、の 3項目により構成されている。2004年に制定され

た法令 33号（中央と地方政府の会計バランス）では、地方分権化の実施枠組みが示されているが、

地方政府予算（APBD）は、PAD（地方独自収入）、DAU（一般割当基金）6、DAK（地方特別基

金）7、DBH（共有歳入財源）から構成される。 

 

図 3-1教育予算の流れ 

 

（出典）World Bank (2009) p. 19より抜粋。 

 

 

図 3-1 は、教育セクターの予算の流れについて最近世銀が取りまとめた報告書（World Bank 

2009）から抜粋したものである。 

中央政府の教育予算は、学校の銀行口座に直接振り込まれる学校補助金、分散資金

（deconcentrated funds） により州の監督と管理のもとに県、学校で実施されるプログラムやプロ

                                            
6 DAUは、各地域の財政格差を埋めるべく、各地域のニーズと能力レベルに基づいて配分される。総人口数、面積、
建築コスト指標、1人当たり地方生産（Gross Regional Domestic Product）、HDIの 5項目に基づいて算出される。
教職員の報酬は DAUにより支払われる。 
7 DAKは、近年倍増され、2006年の 11兆ルピアからさらに 2007年 14.4兆ルピアに増加した(World Bank 2006)。 
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ジェクト、中央政府が主導で実施するプログラムやプロジェクトに大別される。LPMP8などの国

民教育省の出先機関には、同省から直接予算が割り当てられるが、交付金プログラム等を通じて

学校レベルにも資金が流れる。分散資金により実施されるプログラムには、学校施設修復や教員

研修、貧困家庭助成プログラム9、中退児童再統合プログラム、教員インセンティブなどが挙げら

れ、予算については、州を通じて県・市教育局で執行されるものと、学校に直接資金が振り込ま

れる場合がある。中央政府による教育予算に加えて、州政府の予算においても、契約教員の給与、

遠隔地の教員手当て、学校施設修復プログラムなどを通じて、市・県や学校レベルに対する予算

の割り当てが行われている。近年、国民教育省では、州や市・県政府と MOU を結び、学校施設

修復などの教育支援プログラムについて共同で実施するケースもみられる（World Bank 2009）。 

市・県政府による学校運営に関する予算の流れや規模については各自治体により異なる。中央、

州の財源によるプログラムを県・市が実施する場合は、進捗報告や終了報告を州に提出すること

が義務付けられている。基本的には、県・市レベルの教育局が、管轄地域の教育サービスに関す

る活動や予算計画の策定や執行を行っているが、学校運営に関する予算措置については、各自治

体により異なり、生徒数に応じた運営補助金を予算化しているところもあれば、生徒規模にかか

わらず一律の補助金を給付する市・県もある。私立校や宗教校への対応ぶりについても地域によ

り異なる。 

 

（２）教育予算の傾向 

政府による教育支出は、1990年代半ばより一貫して増加している。2001年の地方分権化以降、

地方政府による教育支出の規模も増加している。グラフ 3-2 は、2001 年から 2007 年における教

育予算と国家予算に占めるその割合を示したものである。グラフからも示されるように、教育予

算は、2004年を除いて金額的にも比率的にも拡大しており、2007年の国家予算における教育分野

の割合は 17.2%となっている。 

 

 

                                            
8 Lembaga Penjamin Mutu Pendidikan=Educational Quality Assurance Institution. 教育の質保証機関。現職教
員や校長に対する各種研修、教育プログラムの普及活動等を実施しており、全 33州のうち 30州に設置されている。
国民教育省教職員資質改善総局（MONE-DGQITEP）の直轄機関。 
9 貧困家庭支援には、BKKM（Baan Kepegawaian Daerah. 貧困児童スカラシップ・プログラム）、BKM（Bantuan 
Khusus Murid. 生徒特別支援プログラム）がある。 
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（注）2006,2007年については推測値。     

（出典）World Bank (2007) のデータに基づき作成。 

 

 

グラフ 3-3．行政レベル別にみる国家教育予算（2001年から 2007年） 
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（出典）World Bank Indonesia ウェブサイト 

   （http://www.decentralizationindonesia.org/data/）から作成。 

 

グラフ 3-2．国家予算に占める教育予算の推移（2001-2007）
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グラフ 3-3は、教育予算の内訳を行政レベル別に示したものである。このグラフから、2001年

以降、教育予算全体のおよそ 6割が地方政府により支出されており、うち、県・市政府の支出の

割合が 5割を超えていることが把握できる。さらに、各行政レベルではどのような教育支出がな

されているのかをみたものがグラフ 3-4となる。このグラフより、教育予算の約 6から 7割が経

常経費、4 割弱が開発予算であること、県・市政府の教育予算の 8 割以上は、教職員の人件費を

中心とする経常経費にあてられており、開発予算の比率は極めて小さいこと、開発予算について

は、中央政府予算が 6割を超えることが示されている。これらから、教育の地方分権化により、

県・市による教育支出は増大したものの、その多くは教職員の報酬を中心とした経常支出であり、

教育開発のための重要な政策の策定や実施に関する裁量権はいまだ中央政府が掌握している構図

が把握できる。県・市レベルでは実質的な教育支出は増加しているものの、地方政府予算全体に

おける教育支出の比率は減少傾向にあることも指摘されている。世界銀行が実施したサンプル調

査では（World Bank 2009）、県・市政府予算における教育シェアの落ち込みが 2005 年から 2006

年にかけて著しいことが指摘されており、2005 年 7 月の中央政府の BOS プログラム導入による

影響を示唆している。 

グラフ 3-6は、初等と前期中等教育のサブセクターについて、2005年の教育予算における中央

と地方政府の支出状況を示したものである。両サブセクターともに、経常経費に占める市・県レ

ベルの支出割合は 9割以上と大きい。その一方で、開発費については、初等レベルでは、市･県政

府による支出が 4割以上を占めるが、前期中等レベルでは、わずか 4％程度であり、9割以上が中

央政府（教育省と宗教省）による支出となっている。 

グラフ 3-7 は、中央と地方政府による教育支出を教育サブセクター別にみたものである。県・

市レベルの教育支出は、就学前と初等教育レベルが圧倒的に多く、中央レベルについては、前期

中等レベルが多いことが示されている。 

 

グラフ 3-4．行政レベルと種類別にみる国家教育予算（2001年から 2007年） 
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（注）2005,2006年中央政府予算については、開発費、経常費の区分なし。  

（出典）World Bank (2009) のデータに基づき作成。 
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グラフ 3-5．種類別教育支出、行政レベル別内訳、県・市政府教育予算（経常経費）の内訳 

（出典）World Bank (2009) P23 より抜粋。 

 

 

 

 

 

グラフ 3-6初等と前期中等教育に関する政府教育支出の行政レベル別内訳（2005年会計年度） 
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グラフ 3-7．教育サブセクター別教育支出（行政レベル別） 
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（出典）World Bank (2007a) p15に基づき作成。 

 

 

（３）学校補助金プログラム 

2001 年から 2005 年 6 月まで奨学金を通じて貧困家庭の児童を支援してきた貧困家庭助成プロ

グラムの代替施策として、中央政府は、2005年 7月から、生徒数に応じて学校に直接補助金を交

付する学校補助金（Bantuan Operasional Sekolah: BOS）プログラムを開始した。同プログラムは、

貧困家庭の学費負担の軽減を支援し、基礎教育（初等と前期中等レベルの 9年間）の完全普及を

目的として導入され、インドネシア全土の初・中等教育レベルの学校すべてが対象資格を有する10。

同プログラムは、2006年には全国約 4千万人の生徒をカバーし、中央政府の教育予算の約 25％を

占め、その支出規模は 11.8兆ルピアに上る。BOSプログラムが導入されてから、主として市・県

財源と保護者により賄われていた学校関連経費の 50％以上（全国平均値）が BOS による学校補

助金にて支出されるようになった。 

BOX3-1 にもあるとおり、BOS プログラムでは、教育を提供する学校現場に教育予算を計画、

執行する裁量権が移譲されることから、地域や現場のニーズに対応しやすい、などのメリットが

評価されている一方で、中央から学校に補助金が配賦されることで、地方政府によっては学校補

助金を予算に組み入れるための動機付けが弱くなり、地方政府による教育予算の配分が減少する

危険性も指摘されている。これを踏まえて、国民教育省では BOSに対応する学校補助金の割り当

てメカニズムを地方政府が構築していくよう促している。 

 

                                            
10 BOS プログラムから学校補助金の給付を受けようとする学校は、同プログラムが設定する補助金の使途に関する規則への

合意を表明する同意書へのサインが求められる。2006 年時点で、BOS プログラムは、初中学校を通じて約 4,100 万人の児童を

カバーしている（うち 1,050 万人が前期中等レベル）。自己財源が豊富で政府の補助金を特に必要としない学校については、

BOS プログラムへの参加を辞退する（申請しない）ケースもある。 
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BOX 3-1. BOS（Bantuan Operasional Sekolah）プログラムについて 

基礎教育レベル（小学校、中学校）の学校に対して、生徒数に応じた補助金を直接給付し、貧

困層保護者の学費支払いにかかる負担を軽減することにより、義務教育（9 年間）の完全普及

を目指す政府プログラム。基本的には、初等・中等レベルのすべての学校（私立校、宗教校を

含む）を対象としており、補助金の額は、生徒 1人当たりの定額に基づき、各学校における生

徒数に応じて算出され、年 2回に分けて支給される。 

 

支給額： 小学校は生徒1人につき254,000ルピア、中学校は生徒1人につき354,000ルピア（2009

年度からは、この額から約 1.5倍に増額される予定）。 

 

補助金ガイドラインによると、以下の品目に使用できる。 

・生徒の学校登録料    ・施設の修復・維持    ・文具や必要な備品購入 

・試験料・成績表  ・教員訓練・専門性向上  ・課外・研究活動  ・宿舎・宗教的設備 

・光熱費・通信費     ・補助教員の給与     ・プログラムオペレーション費   

・教科書・教材購入   ・貧困家庭の児童の交通費   ・補修授業（美術、スポーツなど） 

これらに活用されて余裕があればスポーツ用具、学習機材、家具の購入に使える。 

 

認識されているメリット・成果： 

・学校に直接給付されるので中間搾取がなく、末端まで届く。 

・生徒数により資金が配賦されるので、学校レベルで活用できる資金に予測性がある。 

・資金の運用に関する裁量が学校にあるため、学校レベルで予算を計画、執行でき、資金の活

用に現場のニーズを反映しやすい。 

・貧困層の学費補助によりアクセスの拡大に貢献している。 

 

検討課題： 

・配賦金の算出根拠となる学校基本情報の確認や定期的なモニタリングの仕組みや方法が確立

していない。 

・資金管理の透明性や説明責任を確保する方策や、そのための関係者の能力強化が徹底してい

ない。（領収書や会計報告の提出は求められているが基本的には渡しきり。研修もフォーマット

配布程度） 

（出典）BOSガイドライン（MONE 2006）、Investing in Indonesia’s Education（The World Bank  

    2007）に基づく。 

 

BOSガイドライン（MONE 2006）には、国（初中等教育総局）、州、県・市、学校の各レベル

で BOS運営チームが形成されることが定められており、各レベルの運営チームは以下の役割を担

うこととなっている。 
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表 3-3 各行政レベルにおける BOS運営チームの役割 

初中等

教育総

局 

 プログラムのデザイン 

 補助金配賦のための全国学校データの整備 

 プログラム普及の計画・推進 

 国レベルのモニタリング・評価の実施 

 州 BOS運営チームに対する研修実施 

 BOS運営マニュアルの開発・配布 

 州や県・市 BOS運営チームからの意見聴取・問題解決策の検討 

 BOS全国レポート取りまとめ 

州教育

局 

 県・市への割当と学校への資金配賦 

 プログラムの州内の普及促進 

 県・市 BOS運営チームに対する研修実施 

 現場からの意見聴取・問題解決策の検討 

県・市

教育局 

 就学児童に関するデータの確認・取りまとめ 

 学校レベルでの普及・研修の実施 

 現場レベルの問題把握・解決策の検討 

 学校レベルのモニタリング・評価の実施 

学校  校長、教員、保護者代表から構成される学校運営委員会と連携しながら、補
助金により支援されるべき貧困家庭の児童の特定も含めた学校資金の活用計

画を策定する。学校運営委員会の議長は、BOS予算計画の合同署名者となる。 

 

 

３－５ 教員改革の現状（教員認証と教員資格付与） 

（１）教員改革の経緯 

インドネシアは 1990年代後半から民主化（democratization）、地方分権化（decentralization）、地

方自治（regional autonomy）を強力に推進し、これを後押しする形で次々と法律や条例が制定され

た。教育分野においては 2003年 7月に教育法が公布されたが、それまで準拠していた 1989年制

定の国家教育システムとの大きな違いの一つは教員中心から生徒中心へのパラダイムシフトであ

った。2004 年 12 月にはユドヨノ大統領が演説において教員は専門職である（Teachers as 

Professionals）と画期的宣言を行ったが、これにより教育の質の向上のためには教員の質の向上が

不可欠であるとの認識が高まった。その後同宣言に呼応するかのように 2005年 12月に教員法が

制定され、付帯する様々な政府令や教育省令が定められた。その中でも国家教育基準を規定した

政府令 19番第 28条は、全教育段階における全教員は大卒者（S-1）か 4年間の専門課程修了者（D-

Ⅳ）でなければならないとした。これによって国内の全教員約 278万人のうち 62.5％にあたる約

174 万人が資格を満たさない教員となった。以下の表は教育段階と学校種別の教員数と有資格教

員の割合を示したものである。 
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表 3-4. 教育段階と学校種別の教員数と有資格教員の割合 

教育段階・学校種別 教員数 有資格者（大卒者以上）の割合 

幼稚園 174,429人  10.76％  

特殊学校 10,154人  44.95％  

普通小学校 1,250,032人  16.66％  

マドラサ小学校 204,772人  15.34％  

普通中学校 488,206人  61.98％  

マドラサ中学校 179,809人  54.35％  

普通高校 227,433人  84.81％  

マドラサ高校 92,723人  72.22％  

合  計 2,783,321人  37.50％  
（出所）DGQITEP. Reforming Teachers towards Educational Equality and Quality 

 

この表から有資格教員の割合が低い（＝非資格教員の割合が高い）のは幼稚園と初等教育レベ

ルの教員であることがわかる。特に小学校教員は絶対数が格段に多いことから教員数全体に占め

る有資格者の割合を低下させる大きな要因となっている。 

 

（２）教員改革の内容 

国民教育省は、すべての教員が国家基準を満たすべきであり、そのためにはあらゆる努力を惜

しまないとの姿勢を見せている。同省は教員改革の構成要素として、①教員資格、②専門職教育、

③任命と配置、④福利と地位、⑤継続的専門職教育、⑥報酬と保障－の 6つを挙げているが、こ

れらは基本的に以下の 3点に集約される。 

1) 教員の有資格化（qualification and upgrading） 

非資格教員はフルタイムまたはパートタイムの学生として大学に通い卒業資格を得る。また

はオープン大学の通信教育を通じて資格を得る。 

2) 教員の専門職認証（certification） 

有資格教員は自身の専門性をポートフォリオ評価によって審査される（審査は国民教育省が

大学に委託して行われる）。審査を無事パスした教員はプロフェッショナルとして同省から

正式に認証を受ける。 

3) 専門職手当て支給による教員の待遇改善と社会的地位向上 

正式に認証された教員は基本給と同額の専門職手当てを受け取る。その他役職手当て、特別

手当て（へき地手当てを含む）も支給される。これら手当ての支給によって教員の待遇改善

と社会的地位の向上を図り、より優秀な人材を確保することによって教育の質の向上へとつ

なげていく。 

 

以上は国民教育省が描いたシナリオである。これらは実際には 2007年から具体的に動き出した

が、国民教育省、州教育局、県・市教育局、LPMP、大学といった関係者間の調整や手続き上の

混乱・遅延から、認証されたにもかかわらず専門職手当てが未払いとなっている教員の数も少な

くない。ポートフォリオ評価自体の問題点（例えば、他人の文書や証書をコピーして自分のポー

トフォリオに挿入するといった不正の多発）も指摘されており、制度として落ち着くまでには当

分時間がかかるものと思われる。 
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３－６ 教育の質保証機関の現状 

教育の質保証機関（LPMP）は全国に 30あり、ほぼ各州に 1つずつ設置されている。物理的に

は州に置かれているが、管轄しているのは中央の国民教育省の DGQITEP である。主な活動内容

は指導主事、校長、教員に対する研修の実施である。なお、同じく DGQITEP が所管する組織と

して教科別教職員開発センター（P4TK）があるが、こちらは全国に 12 あり、それぞれのセンタ

ーが特定の 1教科を担当して教科別研修を行っている。以下に西スマトラ州 LPMPのパンフレッ

トに記されている活動の概要を参考までに列記する。 

 教育の質のマッピング 

教員の教科知識能力のテスト、全国試験の分析、生徒の学習能力のテスト、優秀な指導主事、

校長、教員の競争的審査 

 教育の質保証のための情報システムの開発 

教職員のデータ管理、スクールマッピング、教員認証のデータ管理、ICT センター開発、デ

ジタル図書館開発、教職員向け科学ジャーナルの発行 

 国家教育基準実現のための小中学校教職員への指導 

国家教育基準 8項目のモニタリング、質保証のための技術支援、全国試験の独立モニタリン

グチームへの協力、各種プロジェクトの事後・インパクト調査の実施 

 教育の質保証のための小中学校教職員へのリソース提供 

指導主事、校長、教員の能力開発、学校運営・学級経営・各教科に関する研修提供、指導主

事会、校長会、現職教員研修への支援、教職員の能力強化のための県教育局との協力、教職

員のベスト・プラクティスの選定 

 LPMPの人的資源の専門性向上 

LPMP職員の学位（学士、修士、博士号）取得支援とオン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）、

文化・芸術・スポーツ振興、研究・論文投稿の奨励、国内・国際会議への参加 

 LPMPの組織運営強化 

ISO9001の獲得（済み）、研修・宿泊施設の維持管理、LPMP活動計画の策定 

 

以下に西スマトラ州 LPMPの組織図を示す。北スラウェシ州 LPMPも同様であることから全国

的にほぼ一律であると考えられる。 
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LPMPは州によって微妙に異なるものの、110人前後の職員（研修講師 16人前後、残りは運営事

務職員）を有している。研修講師は教科担当の者もいれば、学校運営を担当する者もいる。LPMP

では研修講師として大学から教員を招聘する場合も多いようである。LPMP の前身の教員研修セン

ター（Balai Pelatihan Guru: BPG）の時代には大卒で新しく入ってきた者が教育現場の経験もなしに

研修講師になるケースが最も多く、定年前後の州教育局行政官が研修講師になるケースがそれに次

いで多かったそうである。BPGや LPMPで提供される研修の質が低いことはしばしば指摘されるが、

少なくとも LPMPが国民教育省から毎年一定の予算交付を受け、またある時には県・市教育局から

の要望に基づいて、研修活動を長年継続して実施していることは事実である。今回調査で訪問した

北スラウェシ州 LPMPでは所長との面会時に研修講師も同席したが、その大半は 30～40代の働き盛

りの人たちと見受けられた。 

 

３－７ 新規対象サイトの現状 

DGQITEPと合意している新規 3州（授業研究のジャワ島外の新規対象州）11について基礎調査を

実施した。各対象地の概要は以下のとおり。 

 新規対象 3州内における対象県・市は、今後プロジェクトの開始時か開始直後をめどに、DGQITEP、

リソース大学、パートナー大学、各地方政府との間で、審査プロセスを経て決定することをM/Mに

記載し、先方と合意している。DGQITEPは新規対象地域向け授業研究（LS）説明会にかかる予算を

2008年度について確保しており、これを対象地選定のキックオフとしてプロジェクト開始前にワー

クショップを開催することが望ましい。また、DGQITEPは新規対象地域へジャワのリソース 3大学

が出張する経費を 2009年度向けに確保している。 

 

（１） 西スマトラ州 

西スマトラ州はスマトラ島中部の西岸に位置し、7市 12県に分かれている。州都はパダン市であ

る。教育省統計（2006/07年）によれば、同州全体で普通中学校 522校（公立 435校、私立 87校）、

教員 17,604人、生徒 193,140人を抱えている。 

本プロジェクトの対象候補地域の 1つであるブキティンギ市（全 3郡）はパダン市から北へ約 90km

（車で約 2 時間）のアガム高原の中央部に位置している。同市教育局長の説明によれば市内には普

通中学校 11校（公立 8校、私立 3校）とマドラサ校 3校（公立 2校、私立 1校）がある。 

LPMP はパダン市内にあるパダン国立大学の敷地内にある。LPMP の所長は同大学からの出向者

（大学教員）である。こうした近接性と人的交流から LPMPとパダン大学との関係は極めて良好で

ある。 

本プロジェクトのパートナー大学として機能する予定のパダン大学は旧教員養成大学であり、理

数科学部（FMIPA）を含む 7 学部を擁している。同大学はすでにインドネシア教育大学との連携の

                                            
11 事前調査に先立ち、国民教育省の DGQITEP と JICA インドネシア事務所の間で西スマトラ州、南カリマンタン州、北スラウェ

シ州の 3 州を新規対象州とすることで合意がなされた。選定基準は以下の 6 項目である。（１）BERMUTU の対象（75 県市）以

外、（２）インドネシアの 3 地域（西・中央・東）を代表すること（西部：スマトラ、中部：カリマンタン、東部：スラウェシ）、（３）州レベ

ルで、卒業試験（UN）のスコアが最高または最低レベル、（４）JICA と同省の技術支援を容易にするため、ジャカルタからの交

通アクセスが良好であること、（５）大学ならびに LPMP 所在地の近郊、（６）本プログラムの促進に対し、県・市の教育局がコミッ

トメント（資金面を含む）を有すること。 

 なお、国民教育省の見解では、地方分権の現状においては中央から特定の県を指定するのは難しい（中間調整役の州を飛

ばすことになり、州内の他県からの嫉妬も予想される）。従って、中央からは州のみ特定することとし、州教育局が国民教育省と

JICA が合意した選定基準に基づいて候補を選出して確定する方法をとることとした。 
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下、アスルル学部長がパダン市内の学校でLSを導入し始めている。ブキティンギ市においてもLPMP

の LS研修に参加した指導主事及び同大学での研修に参加した教員を中心に、LSが少しずつ導入さ

れ始めている。 

 

（２） 南カリマンタン州 

南カリマンタン州はカリマンタン島南部の東南岸に位置し、2市 11県に分かれている。州都はバ

ンジャルマシン市である。教育省統計（2006/07年）によれば、同州全体で普通中学校 415校（公立

359校、私立 56校）、教員 10,170人、生徒 102,358人を抱えている。 

調査団は本プロジェクトの対象候補地域の 1つであるバンジャルマシン市（全 5郡）教育局を訪

問した。市教育局職員の説明によれば、市内には普通中学校 57校（公立 34校、私立 23校）がある

（マドラサ校数不明）。特に LSに関する特筆すべき情報は確認されなかった。 

LPMP はバンジャルマシン市から東南へ 35km のバンジャルバル市内にある。同 LPMP のザイナ

ル理科講師は 2007年 3月に DGQITEPがバンドンで開催した LSのソーシャリゼーションワークシ

ョップに参加し、その後同州に戻ってすぐに州内 2 市 13 県の MGMP 活動で LS の普及を図った。

その模様は同 LPMP発行の広報誌「マヒン（MAHIN）」でも紹介されている。 

本プロジェクトのパートナー大学として機能する予定のランブン・マンクラット大学は 2 つのキ

ャンパスに分かれており、教育学部（バンジャルマシン市キャンパス）、理数科学部（バンジャルバ

ル市キャンパス）を含む 11学部を擁している。同大学は他 2州のパートナー大学とは異なり旧教員

養成大学ではない。また理数科教員養成は教育学部理数学科（その中に数学、物理、化学、生物の

各専攻あり）で行っている（現行のポートフォリオ評価による教員認証も理数科学部ではなく教育

学部が担当している）。以上の経緯から、プロジェクトのパートナーになるのは、理数科学部ではな

く教育学部となる。教育学部の講師はすでに、マラン大学での LSソーシャリゼーションに参加して

おり、すでに学部内の教員へ LSを共有し始めている。さらに同大学は、DGHEが国内 34校の教員

養成課程を持つ大学における LSの導入に強い関心を示しており、すでにそのためのプロポーザルを

DGHEに対して提出済みとのことである。 

 

（３） 北スラウェシ州 

北スラウェシ州はスラウェシ島ミナハサ半島の東北岸に位置し、4 市 9 県に分かれている。州都

はマナド市である。教育省統計（2006/07 年）によれば、同州全体で普通中学校 564（公立 303 校、

私立 261校）、教員 8,641人、生徒 98,521人を抱えている。同州では、MGMPが、県（年 2回）、郡

（年 4回）、学校レベルですでに制度として実施されている。 

本プロジェクトの対象候補地域の 1つである北ミナハサ県（全 5郡）はパダン市の東側に隣接し

ている。同県教育局長の説明によれば、県内には普通中学校 60校（公立 6校、私立 54校）とマド

ラサ校 1校（公立）がある。同県教育事務所によると、学校配賦金（BOSと BOP-APBD）から、教

員の参加費用が支出されているとのこと。郡以下は全員参加の仕組みになっており、学校では同じ

教科の教員がチームティーチングなども行っている。LPMPも、MGMPに力を入れており、県レベ

ルのMGMPは、県事務所との調整のもとに実施されている（予算・講師支援は LPMP、運営は県事

務所）。マナド国立大学も LPMPに講師を派遣しており、教員の専門性強化に対する大学、県、LPMP

の協働体制ができている。LPMP の提供する研修に対する学校からの期待も大きい。訪問した学校

（国家スタンダード校）では、LPMPで実施された研修（授業計画作りなど）に、2007年度だけで
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70％の教員が参加したとのことである。教授プロセスの改善に関する研修をもっと行ってほしいと

の意見も聞かれた。 

本プロジェクトのパートナー大学として機能する予定のマナド大学は理数科学部を含む 6 学部を

擁する旧教員養成大学である。LPMPはマナド市内にあるが、同大学はマナド市から南へ 40kmの山

間にあるミナハサ県トンダノ郡に位置している。同大学へ行くにはカーブの多い上り坂の道を通る

ため、マナド市内から車で 1時間半程度かかる。ただし、同大学の理数科学部教員 208人のうち 20

人が LPMPの講師も務めており、両者の関係は協力的である（交通費は大学、講師謝金は LPMPが

負担）。理数科学部教員のうち少なくとも 4 人は、すでにインドネシア教育大学やマラン大学で LS

についての講習を受けており、学部内でも毎月普及・定着のための会議を開いている。 

マナド大学では、旧教員養成大学のネットワークを活かして、大学内でも理数科学部を中心に LS

の導入を開始しており、近隣の学校への支援も始めている。マナド大学も先に述べた DGHE が推進

する 34大学での LSの導入に関するプロポーザルを DGHEに提出済みである。その他、理数科学部

のアレキサンダー学部長はマラン大学卒で、かつマラン大学理数科学部のイスタマル学部長の教え子

であるという関係もあるため、マナド大学理数科学部とマラン大学理数科学部の関係は良好である。 

 

３－８ 他ドナーの参加型学校運営や教員研修の支援の現状把握と今後の連携 

 世界銀行の融資により「運営改革・教員能力向上を通じた教育改革プロジェクト」（BERMUTU、

融資額 86億円）が開始されている。対象 16州 75県・市を対象としており、非常に広範な地域をカ

バーしている。BERMUTUが作成する現職教員向け資格付与研修モジュールの中に、LSに相当する

内容が「クラスルーム・アクション・リサーチ」として入っている。4週間のパッケージ研修に参加

すると、現在存在する大学卒業資格なしの教員がアップグレードされるシステムとなっている。 

 DGQITEPの BERMUTU 担当者によると、同総局研修開発局長の強い意向もあり、LSの内容が相

当程度、パッケージの中に反映される見込みであり、パッケージの内容については、3大学を含む有

識者で検討している最中である（添付資料 2の世銀 BERMUTUの概念図を参照）。小学・中学の各科

目別・テーマ別に 30種のパッケージが 9月中に完成し、10月に製本版ができる見込みで、11月には

TOT で活用する予定である。研修パッケージの作成は、国民教育省が主導している一方、実施面で

宗教省も参画している。 

同様に、世界銀行の融資により、現在、中央から県教育局を通じて学校グラントを配布する事業を

含む BEC-TF と SISWA が準備段階に入っている。BEC は地方教育行政の能力強化を 50 県を対象に

行うもので、約 50 億円の事業である。BEC の協力後、セクターワイドな取り組みによる SISWA で

面的な拡大が予定されている。世銀 BEC担当者によると、国連児童基金（UNICEF）のボブ･キャノ

ン（Bob Cannon）氏をキーパーソンとしてプロジェクトに迎え入れ、国民教育省内に席を置き、援助

調整窓口機能を 2008年 8月から担わせている。Cannon氏は、各ドナー（JICA、USAID、AusAID等）

の学校運営改善プロジェクトのグッドプラクティスを精査して、今後のプロジェクト形成を行う役割

を担っている。今後、プロジェクト開始後、JICAも REDIPによる PSBMの経験を世銀や Cannon氏

に継続的にインプットし、経験をアピールすることによる連携を強化していくことが肝要である。 

学校運営に関しては、AusAIDの基礎教育プロジェクト（Basic Education Project: BEP）のコンサル

タントによると、すでに全国の LPMP・P4TK や宗教省地方教育・研修センター（RCET）向けに、

学校運営研修（12日間）を実施しており、JICAの TOTでは内容が重複しないよう留意が必要である。

今後、AusAIDによる教材を精査してプロジェクトを実施する必要がある（詳細は添付資料 3を参照）。 
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３－９ REDIP の経験（参加型学校運営）の普及に関する国民教育省内の方向性 

 DGPSEM内において、REDIPの PSBMに対する評価は高いものの、REDIP-Gの展開以上の具体的

な普及方策はないようだ。PSBMに関しては、世銀 BEC-SISWAや USAIDの DBE、ＡusAIDの BEP、

アジア開発銀行（ADB）の DBEP 等の支援が過去、現在において行われてきたが、国民教育省内で

大局的に評価が行われてはいないようだ。JICA はこれまでの PSBM の経験を生かし DGPSEM 内で

普及に関する政策立案を支援していく（PSBM支援イメージ図は添付資料 4を参照）。政策立案支援

を通じて他ドナーへの積極的なインプットも図っていく必要がある。REDIP-G についても、インド

ネシア側の実施体制が脆弱（コンサルタント 1名に任せきり、かつ省内に担当者不在）であるため、

REDIP-G の実施のための技術支援のみならず、実施施策改善支援を含めた政策立案強化を行う必要

がある。 

 

３－10 大学講師による現職教員研修支援に係るコスト負担 

 プロジェクトのコストに関する協議において、DGHEにより、授業研究サイトへの大学講師派遣に

必要な経費について、M/M 上の記載に関して最後まで協議が続いた。先方の意向として、大学はあ

くまでも教員養成（pre-service）のために活動すべきであり、現職の教員を支援することに重点が移

るべきではなく、そのための費用を DGHE が特別に負担することはできないという姿勢である。最

終的には、M/Mの上で、「JICAと大学は市・県行政等他のリソースからの活動経費捻出を模索する」

という文言が加わることで合意に至った。 

 なお、DGHEは授業研究をキャンパス（該当する学部：Faculty）内で強化するためのプロジェクト

を本年度より 3年間実施する予定で、プロポーザル審査を経て毎年 10大学ずつ計 30大学に対して、

資金を供与する予定である。 
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第４章 プロジェクト実施体制 

 
４－１ 協力の方針 

新規技術協力プロジェクト「前期中等教育の質の向上プログラム」は、インドネシア政府による中

期教育開発計画（RENSTRA 2005-2009）の中における 3テーマに沿った政策の中で、1教育機会の拡

大及び公平・平均化の中の 1.13住民参加の強化（義務教育後の教育拡大のためにも）、2教育の質、

レレバンス（適切性）、競争力の向上の中の 2.4 教職の専門職化、2.5 教員と教育人員の能力強化、3

教育統治、アカウンタビリティ、イメージの改善の中の 3.7 公的イメージの改善、3.8 教育管理者の

能力強化、を支援するものとなる（添付資料１の事前評価調査ミニッツ Annex5を参照）。 

 JICAは 2008年度で終了する技術協力プロジェクトの地方教育行政改善計画（REDIP 2004-2008）

と前期中等理数科教員研修強化（SISTTEMS 2006-2008）の経験からそれぞれの特徴を、参加型学校

運営（PSBM）、授業研究（LS）として、これらを普及することにより、上記の政策を支援する。 

 JICAによる PSBMは、2001年の地方分権化以降の教育財源の県への移譲を受けて、地方教育行政

のガバナンス、住民参加型学校運営、資金透明性を強化する支援であった。PSBM のアプローチは、

インドネシアにおける地方分権化による州・県による学校配賦金の増加、2005 年に開始した学校補

助金（BOS）などの動きの中で、引き続き重要な位置づけとなっている。これらの学校配賦金を有効

活用するために、PSBMによる参加型で透明性と説明責任を担保する方法は引き続き有効なものであ

り、インドネシア国内で活用されるべきものである。 

 LS は現在、インドネシアにおける教員の能力強化、資格向上、待遇と地位の改善を内容とする包

括的な教員改革の動きの中で、ポートフォリオに貢献する内容となっており、現場での専門性向上だ

けではなく、制度の中での教員養成への貢献も大きい。 

  
４－２ 協力の範囲と内容 

本協力は、参加型学校運営（PSBM）と授業研究（LS）の全国普及を通じ、マネジメントや学習プ

ロセスを中心とした教育の質的向上を図るものであり、行政（国、州、県）ならびに学校やコミュニ

ティなど幅広いステークホルダーを対象に、教育の質的向上に資する計画立案・実施能力の強化を目

的としている。 

中央レベルについては、国民教育省の関連部局にプロジェクトのカウンターパート（C/P）を配置

し、これまで現場で積み上げた経験を省内に定着させると同時に、プロジェクト活動を通じた OJT

の中で政策立案支援を行う。これまでの現場（プロジェクトサイト）中心の支援から、中央レベルで

の政策・普及計画支援へと移行する。 

ただし、これまでのプロジェクトサイトは引き続き支援しつつ、今後はレファレンスサイトとして、

普及する際のモデル（ショーケース）としての機能を持たせる。具体的には、PSBM については、

REDIP で完全自立する北スラウェシ州ビトゥン市、中部ジャワ州ブレベス県、同プカロンガン県は

今後、リソースとして、支援を継続するバンテン州の 3市・県は、今後 3年間でレファレンスサイト

になることを目標に支援する。LS については、現在の支援対象 3 県とジャワ島外の新規 3 県の計 6

県が、将来的にレファレンスサイトとなる見込みである。 

さらに、SISTTEMS のパートナー大学であるインドネシア教育大学（UPI）、ジョグジャカルタ大

学（UNY）、マラン大学（UM）は、今後リソース大学として、LSの普及の協力機関として位置づけ
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る。LSを普及するために、ジャワ島外の新規 3県をサポートするパダン大学（UNP）、ランブン・マ

ンクラット大学（UNLAM）、マナド大学（UM）を筆頭に、教員養成課程を擁する約 30 の国立大学

をパートナー大学として、マスタートレーナー研修（TOT）の中で人材を養成していく。 

 中央レベルの TOTでは、全国 30州の LPMPからインストラクター（講師）を中心に PSBMと LS

について研修を行う。研修は 5日間（１週間）を想定し、各州から 5、6人（内訳は LPMPインスト

ラクター、代表校長、代表指導主事、代表教員）の参加を計画している。教職員局では、JICA プロ

ジェクトと連携する形で各県へのカスケード研修を LPMP で行う意向を示しており、次年度各県 3

人（代表校長、代表指導主事、代表教員）を招聘するための予算措置を行う見込みである。 

 JICAは TOT実施に伴い、PSBMと LSに関するパッケージ教材を開発することとしており、これ

らの教材が LPMP研修で有効に活用されることを想定している。 

 
４－３ 実施運営体制 

本プロジェクトは、PSBMと LSのコンポーネントを擁するため、国民教育省については初中等教

育運営総局（DGPSEM）、教職員資質改善総局（DGQITEP）、高等教育総局（DGHE）の 3 総局と大

きなかかわりを持つことになる。特に、LSがプロジェクトの中で大きなシェアを有すること、LPMP

が PSBMと LSの経験を普及するためのハブ機関となることから、主要カウンターパートはDGQITEP

とし、総局長がプログラム・ディレクター（Program Director）を務めることで先方と合意した。 

また、先行協力の SISTTEMSにおいては、DGQITEP内の主要カウンターパートは研修開発局長で

あったが、本プロジェクトでは、PSBMと LSの双方を取り扱うことから、両者と関係のある教職員

局長をチーフ・プログラム・マネージャー（Chief Program Manager）とし、研修開発局長は副プログ

ラム・マネージャー（Vice Program Manager）を務めることで合意した。関連する部局内の調整をス

ムーズに行うため、各局にプログラム・マネージャー（Program Manager）を配置することとしたた

め、計 7人存在することとなった（添付資料１ミニッツの Annex8を参照）。 

他方、宗教省に関しては、これまで、REDIP と SISTTEMS に関する M/M と R/D 上では、立会人

（witness）という立場であり、中央レベルでの関与は情報共有までにとどまっていた。現場レベルで

は、マドラサの巻き込みが非常に大きな検討事項となっており、マドラサによる支援ニーズも非常に

高い。こうした状況から宗教省との協議においては、今後正式な C/Pとして、コミットメントを引き

出すよう調整した結果、先方も意欲を示し、正式 C/PとしてM/Mに署名するに至った。 

また、TOT研修に関して、宗教省にも国民教育省の LPMPに相当する機関を有することが判明し、

急遽、宗教省研究・開発・教育・研修機関（Ministry of Religious Affairs Research, Development, Education 

and Training Institute: MORA-RDETI）との協議を行い、RDETIの所長も署名者として加わることとな

った。RDETI は中央レベルに中央教育・研修センター（National Center for Education and Training: 

NCET）、地方レベルに地方教育・研修センター（Regional Center for Education and Training: RCET）を

有する。RCETは全国主要 12カ所に存在する（詳細は添付資料 5参照）。NCETは教員向けと行政官

（地方宗教事務所職員と指導主事）向けの 2つのセンターが存在し、NCETの長は 2人存在する。 

宗教省管轄のマドラサ対象の MGMP、MKSP、MKKS に関する予算は、同省 DGIE が所掌してお

り、DGIEは地方宗教事務所経由でブロックグラントを供与している。来年度予算はほぼ確定してい

るが、プロジェクト 2年次に向けては DGIEマドラサ教育局長が、国民教育省教職員局同様に研修予

算を用意する構えを見せている。 
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４－４ 予算措置 

予算措置については、PSBMと LSそれぞれに関して既に先行協力（REDIPと SISTTEMS）からイ

ンドネシア側（特に対象県・市や学校）とのコストシェアリングを積極的に実施してきた。地方分権

以降、県や学校で運営管理する予算の金額・範囲は増大しており、今回の協力においても、そうした

動きをふまえ財政面での自立発展性を確保していく仕組みが必要である 

PSBM の対象地域における地域や学校に対するブロックグラントのコストシェアリングに関して

は、REDIP技術協力プロジェクト（2004-2008年）から新たに対象になったバンテン州 3県・市（セ

ラン市、セラン県、パンデグラン県）のすべてが、向こう 3年間で各県・市による自立化を進めてい

く方針であり、並行して JICAが負担するブロックグラントを漸減させる。今回の 3県・市を訪問し

たところ、それぞれ今後の PSBM 全県展開に向けた計画を策定していくとの方向性としては定まっ

ているものの、コスト計算、地域拡大等について十分な準備ができているとはいえない状況にある。

PSBM実施用の予算は各県・市ともに、本年度以上の金額を準備しているが、実施体制やユニットコ

ストはそれぞれ異なっている。 
各県・市ともに、現在 JICAによる PSBM（各県・市の約半数の郡をカバー）に加え、独自予算で

数郡の PSBMをカバーしている。今後プロジェクトの開始にあっては、JICAと各県はコストシェア

リングを明確にするために、M/M を交すステップが不可欠であり、引き続きコンサルテーションを

行っていく必要がある。 

 

４－５ 協力終了時のプロジェクトの位置づけ 

本プロジェクトでは、JICA がこれまでインドネシア政府と協力してきた PSBM と LS を全国展開

するための基盤を整備することを目的としている。具体的には、①中央レベルでの計画立案・調整能

力強化、②州レベルでの普及体制の強化、③レファレンス機能を高めるための県・市レベルでの実施

能力の強化－を行うこととしている。 

 本プロジェクト終了時にこれらの基盤が整備された暁には、インドネシア側の自助努力により

PSBMと LSが全国的に普及していくことが見込まれている。ただし、モデルのさらなる面的展開に

向けて、インドネシア政府に資金ギャップが生じていたり、他ドナーの中等教育分野における支援と

相乗効果が見込まれたりするような場合は、資金協力による支援もありうる。 
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＜TOTで養成されたトレーナー 180人／期間 20日＞       ＜TOTで養成されたトレーナー 222人／期間 12日＞ 
 各州 1人×20＝20人                        LPMP 4人×30＝120人、P4TK 4人×12人＝48人 
 各県市 1人×160＝160人                       CET 6人（内訳不明）、BET 4人×12＝48人 

 
                                                  
 
 
 
 
＜各州で養成されたトレーナー 840人／期間 15日＞ 
 各州 2人×20＝40人 
  各県市 5人×160＝800人 
 
 
 
 
※各県市 5人の内訳は指導主事、校長、 
教員、保護者、住民代表の各 1名。 

※2000校の内訳は SMP1500校、MTs 500校。 
※大学の関与は無し。 

技術支援 
トレーナーズトレーニング (TOT) 

● 州教育局 （2人×20＝40人） 
● 県市（5人×160＝800人） 

● 県市（160県市） 
● 学校（2000校） 

● 州教育局 
● 県市教育局 
● 学校 

対象 20州 160県市 

● 州教育局                 ● LPMP、P4TK、CET、BET 
● 県市教育局 

AusAID 

非対象 13州 

● LPMP、P4TK、CET、BET 
 

AIBEP の枠組み外で
インドネシア側が独自

に実施 



 

Technical Assistance to Improvement of Educational Management 
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●Technical assistance 
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Transparency, Accountability
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(WB 

school
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District Provin
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 Techn

ical 
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宗教省管轄の研修機関について 

 

宗教省の中に Balitbang（英文名：Research, Development, Education and Research）という部門があり、宗教

省系学校（マドラサ）への研修をカスケードにて行っている。なお、Balitbang はイスラム教育総局（DGIE）と並

列の関係にある。 

 

図：Balitbaｎg 組織構造 

Balitbang
Research, Development, Education &Training

Pusdiklat
Center for Education and Training (CET)

12 Balai Diklat
Board of Education and Training (BET)

25 Master Trainers

National Training Programs

380 Master Trainers

Regional Training Programs

Madrasahs
(Principals, teachers)

Depag Office
(supervisors)

 

 

組織 

CET（中央レベル）に、25 名のマスタートレーナーが在籍。CET は、宗教省管轄行政事務所及び指導主事向

けのセンターと教員研修センターの２つ存在する。 

BET は全国に 12 箇所設置。DGQITEP の LPMP に相当する機関。所在地は以下のとおり。 

①ジャカルタ、②中部ジャワ州（スマラン）、③東ジャワ州（スラバヤ）、④南スマトラ州（パレンバン）、⑤西ス

マトラ州（パダン）、⑥北スマトラ州（メダン）、⑦バリ、⑧北スラウェシ州（マナド）、⑨南スラウェシ州（マカッサ

ル）、⑩南カリマンタン州（バンジャルマシン）、⑪マルク州（アンボン）、⑫西ジャワ州（バンドン）。カッコは所

在都市名。 

なお、JICA が授業研究を広げるジャワ外の３地域にはいずれも所在している（上記網掛け⑤、⑧、⑩）。 
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活動 

2007 年度は、合計 15,000 人を対象に研修を実施。 

研修は 5 段階のレベル分けて実施。レベル１と２は CET にて、レベル３，４，５が BET にて実施。 

 

レベル１：基本教材に関するもの 

レベル２：応用教材に関するもの 

レベル３：教材分析に関するもの 

レベル４：ファシリテーター養成研修 

レベル５：研究、応用 

 

その他の情報 

●資格関連 

十分な資格を持たないマドラサ教員の数：約 513,600 名（2007 年データ） 

マドラサ教員の数：約 585,000 名 

 

●教員認証 

宗教を担当する教員の資格認証は全国に約 20 存在する国立イスラム大学(State Islamic University: UIN)

の講師が担当している。（MONE 系の学校で宗教を担当する教員も対象） 

 

●MGMP・MKKS へのブロックグラント 

CET、BET はあくまでも研修実施を担当する機関であり、MONE－LPMP のように MGMP、MKKS に対するグ

ラント予算は保持していない。MORA でマドラサ向けの MGMP、MKKS のグラント予算を持っているのは、イ

スラム教育総局である。 

 

BET 研修（1 回 11 日間の研修） 

CET 研修 
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